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外国人が代表者である不動産投資会社が、
不動産の購入に際し、媒介業者が合意した法
人設立登記の手配、契約関係書類の翻訳・提
供等を行なわなかったとして損害賠償を請求
した事案において、媒介業者の対応に合意違
反は認められないとしてその請求を棄却し、
媒介報酬を求める媒介業者の反訴請求を認め
た事例（東京地裁 平成29年９月４日判決 請
求棄却 ウエストロー・ジャパン）

１　事案の概要

平成26年７月、不動産投資等を目的とする
株式会社Ｘ（原告）の代表者Ａ（外国人）は、
都内の共同住宅２棟（本件建物）を売主Ｂ（法
人）から購入する目的で、媒介業者Ｙ（被告）
との間で、一般媒介契約（本件媒介契約）を
締結した。同日付で、ＡとＢは本件建物を計
２億2400万円で売買する契約（本件売買契約）
を締結し、ＡはＹに対し本件媒介契約の媒介
報酬として291万円余（約定額の２分の１）
を支払った。

平成27年２月、Ｘは本店所在地を都内とし
て設立登記がなされ、Ｘ、Ａ、Ｂは本件売買
契約のＡの地位をＸが承継すること、またＸ、
Ｙ、Ａは本件媒介契約のＡの地位をＸが承継
することに合意した。（同年４月、Ｘは台湾
への本店移転登記を行った。）

同年3月、Ｘは売買代金全額をＢに支払っ
た。

その後Ｘは、「本件売買において、Ｙが本
件媒介契約の際に合意した、法人設立登記事

務を行う者の適時の手配、本件不動産売買契
約書を含む各種書類（検査済証、登記申請書
類等）の中国語への翻訳・提供、税務事務手
配及び融資手配を行なわず、また、礼金の取
り扱いについての十分な説明を行わなかった
ため、計216万円余の損害を受けた」として
本件訴訟を提起した。

これに対してＹは、「司法書士の手配は約
束したが紹介済である、合意の本件不動産売
買契約書及び重要事項説明書の翻訳提供は行
っている、検査済証・賃貸借契約書等その他
の書類についてまでの翻訳、税務事務手配及
び融資手配の合意はしていない、礼金の取り
扱いはＡに説明を行っており、Ａはこれを理
解したうえで売買契約を締結した」と反論
し、本件媒介契約報酬の残金219万円余を求
め反訴した。

ＸはＹに対し、平成28年12月の弁論準備手
続期日において、Ｘの損害賠償請求債権をも
って、Ｙの反訴請求債権とその対等額におい
て相殺するとの意思表示をした。

２　判決の要旨

裁判所は次のように判示して、Ｘの請求を
全て棄却し、Ｙの請求を認容した。
①法人設立手続手配について

ＹがＸに司法書士を手配することが合意内
容になっていたことは、当事者間に争いがな
いところ、Ｘの主張は、Ｙが本件媒介契約の
趣旨に沿うようにスケジュールやＡの考えに
即して司法書士を紹介することにつきるとい
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える。そうすると、結局当事者間に争いがな
い範囲を超えて、ＹがＡに対して法人設立登
記を手配することを了承したか否かは問題と
ならない。認定事実によれば、平成26年10月、
ＹはＡに対し司法書士を紹介している。また、
Ａの買主の立場を承継する法人とはどのよう
な形態が望ましいのかは、証拠上不詳といわ
ざるをえない。これらを踏まえると、Ｙの対
応が法人設立手続に関する合意に反したとま
で認めるに足りる証拠はない。
②翻訳業務について

証拠からすれば、本件売買契約書及び重要
事項説明書以外の書面までＹが翻訳を了承し
ていたとはいえない。本件売買契約書及び重
要事項説明書については、ＹがＸにその翻訳
を提供したことは認められるが、その他、Ｙ
の対応が翻訳業務に関する合意に反したとま
で認めるに足りる証拠はない。
③善管注意義務について

一般に、不動産仲介業者であるＹが、委託
者であるＡないしＸに対し、善良な管理者の
注意義務をもって誠実に業務を処理する義務
を負うということはできる。認定事実によれ
ば、Ａは本件建物の売買契約の当日、入居保
証や礼金の帰属等について説明を受けたこと
が認められ、Ｙの対応が善管注意義務に反し
たとまで認めるに足りる証拠はない。
④税務事務手配及び融資手配

これらについては、対応する損害の主張が
ないため判断しない。
⑤反訴請求について

Ｘは、「売買代金全額をＢに支払うと同時
に、Ｙに対し本件媒介契約報酬の残金を支払
うためＹの代表者に連絡をとったがつながら
なかった、Ｘは弁済の提供をしている」と主
張するが、ＸがＹに報酬残金を現実に提供し
たことを認めるに足りる証拠はない。

また、①～④で判断したとおり、自働債権

の発生原因事実が認められないことから、Ｘ
の相殺の抗弁は認められない。
⑥結論

以上により、Ｘの本訴請求を棄却し、Ｙの
Ｘに219万円余の支払を求める反訴請求を認
容する。

３　まとめ

最近の判例では、外国人が買主となる取引
において、売買契約の決済後に買主から、売
主業者や媒介業者が買主に対し、約束した業
務や十分な説明等（一般的な宅建業者の調査
説明義務を超えるもの）を行わなかったこと
を理由に、売買契約の無効・取消し、媒介手
数料の返金を求める裁判を起される事例（東
京地判 平27・9・25 RETIO109-98等）が見受
けられる。

外国人との不動産取引にあたっては、旅券
（パスポート）等による本人確認、翻訳業務、
通訳を介した重要事項説明や売買契約締結な
ど、一般的な不動産取引では発生しないよう
な手続きが必要となることが考えられるが、
媒介業者としては、日本における不動産売買
の手順について事前に顧客の理解を促した
り、役務提供範囲の説明を明確かつ確実に行
うなど、日本人と異なる対応が求められるこ
とを理解した上で、慎重に進めることが、本
件のようなトラブルを回避する上で重要にな
るものと思われる。

また、国土交通省 土地・建設産業局では、
不動産事業者が外国人との取引に際してのト
ラブル防止等の観点から留意すべき点をまと
めた「不動産事業者のための国際対応実務マ
ニュアル」を公表しているので、参考にされ
たい。
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